　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙２
建築設備定期点検実施要領

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関係法令に基づき、建築物の昇降機以外の建築設備について損傷、腐食その他劣化の状況の点検を行うものとする。

１　点検対象建築物

広島市心身障害者福祉センター　鉄筋コンクリート造　４階建　地下１階

２　点検内容

(1) 換気設備

(2) 排煙設備

(3) 非常用照明設備

(4) 給排水設備及び排水設備

３　別途検査業務（該当検査を別途行っている場合に記入する。）
(1)　換気設備

　　　①　居室等の機械換気設備の性能検査

　　　②　中央管理方式の空気調和設備の室内環境検査

　　　③　空気調和設備主要機器・配管の外観検査

  (2)　排煙設備

　　　①　自家用発電装置の外観調査

　　　②　自家用発電装置の性能検査

　　　③　直結エンジンの外観検査
　　　④　直結エンジンの性能検査

　(3)　非常用の照明設備

　　　①　照度測定

　　　②　配線の検査

　　　③　切替回路の検査

　　　④　蓄電池の外観検査

　　　⑤　蓄電池の性能検査　

　　　⑥　充電器の外観検査

　　　⑦　充電器の性能検査

　　　⑧　自家用発電装置の外観検査

　　　⑨　自家用発電装置の性能検査

 (4)　給水設備及び排水設備

 　　①　飲料用の給水タンク・給水ポンプの検査

 　　②  加熱機器類の検査（循環ポンプを含む）

　　 ③　排水槽・ポンプの検査

　　　④　衛生器具・排水トラップ及び阻集器の検査

　　　⑤　配管、保湿の検査　

　　　⑥　飲料水の水質検査（残留塩素、色度、濁度）

　　　⑦　雑用水（排水再利用水）設備の検査（中水道を含む）

４　点検の実施に当たっての留意事項

　(1)  定期点検に当たっては、次のいずれかの要件を満たす者が点検を実施すること。

①　一級建築士

②　二級建築士

③　建築基準適合判定資格者

④　建築設備検査資格者

　(2) 点検の履行に際しては、あらかじめ発注者と事前に協議して、点検の日時、作業方法等の詳細について定めるものとする。

５　報告事項等

(1)   受注者は、あらかじめ発注者に対し、点検従事者の氏名等を報告するとともに、前項の資格を証する書類の写しを提出して、その承認を得なければならない。点検従事者に変更があったときも、また同様とする。

(2)   点検実施報告書は次の事項を記載した報告書とし、６月１日までに提出して、発注者の承認を受けるものとする。

①　定期点検結果報告書、建築設備定期点検項目表、建築設備定期点検表

②　写真（必要に応じて）

６　経費の負担等

　　点検に必要な経費のうち、電気料、水道料及びガス料は発注者の負担とする。

７　その他

　この実施要領に疑義があるとき、又は定めのない事項については、発注者・受注者協議して
定めるものとする。

